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【議案（条例その他 その３） 定県第61号議案】 

1 知事及び副知事の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の概要 

(1) 改正の趣旨

知事等の旅費について、所要の改正を行うものである。

(2) 改正する条例（13条例）

ア 知事及び副知事の給与等に関する条例

イ 教育長の給与等に関する条例

ウ 公営企業管理者の給与等に関する条例

エ 監査委員の給与等に関する条例

オ 教育委員会委員の報酬等に関する条例

カ 公安委員会委員の報酬等に関する条例

キ 神奈川県労働委員会の委員等の報酬及び費用弁償並びにその支給方

法に関する条例

ク 人事委員会委員の給与等に関する条例

ケ 神奈川県収用委員会委員その他の者の給与等に関する条例

コ 海区漁業調整委員会委員及び専門委員の報酬等に関する条例

サ 内水面漁場管理委員会委員の報酬等に関する条例

シ 選挙管理委員等の報酬等に関する条例

ス 証人等の費用弁償に関する条例

(3) 改正の内容

ア (2)アからウの条例について、宿泊料の名称を宿泊費に改めた上で

支給額を以下のとおりとする。また、宿泊手当として職階区分を設け

ず支給額を一律とするため、食事料の欄を削除する。

区分 改正前 改正後 

支給額 
16,500円

（内国） 

国家公務員等の旅費支給規程（昭和25年大蔵

省令第45号）別表第２の規定により定められ

ている宿泊費基準額のうち、内閣総理大臣等

に適用される額（現に支払つた額に限る。） 

イ (2)エからシの条例について、宿泊料の名称を宿泊費に改めた上で

支給額を以下のとおりとする。また、宿泊手当として職階区分を設け

ず支給額を一律とするため、食事料の欄を削除する。
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区分 改正前 改正後 

支給額 
16,500円

（内国） 

国家公務員等の旅費支給規程（昭和25年大蔵

省令第45号）別表第２の規定により定められ

ている宿泊費基準額のうち、指定職職員等に

適用される額（現に支払つた額に限る。） 

ウ (2)スの条例について、旅行雑費に係る規定を削除する。

(4) 施行期日

令和７年10月１日
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【議案（条例その他 その３） 定県第62号議案】 

2 職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する条例の一部を改正する

条例の概要 

(1) 改正の趣旨

旅費の種目に関する規定等について、所要の改正を行うものである。

(2) 改正の内容

ア 旅費の種目及び内容を規則に委任する。（改正後の第６条関係）

イ 職員に対する旅費の支給に代えて、旅行業者等に対する直接の支払

を可能とする。（改正後の第２条第７号、改正後の第３条第６項、改

正後の第７条第１項関係）

ウ 旅行の中止に伴うキャンセル料の支給要件に、旅行命令を変更した

場合等を追加する。（第３条第４項関係）

エ 本条例の規定に違反して旅費を受給した職員に対して旅費の返納を

求めるとともに、職員の給与等から差し引くことを可能とする。（改

正後の第10条関係）

オ 本条例の適正な執行を確保するため、知事が支出命令権者に対し

て、必要に応じて資料や報告を求め、実地監査を行い、又は条例の執

行について必要な措置を求めることを可能とする。（改正後の第11条

関係）

(3) 施行期日

令和７年10月１日
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【議案（条例その他 その３） 定県第63号議案】 

3 県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改

正する条例の概要 

(1) 改正の趣旨

県議会議員の費用弁償について、所要の改正を行うものである。

(2) 改正の内容

ア 車賃

旅費の種目の名称を「その他の交通費」に変更するとともに、自家

用自動車を利用した場合における支給額を以下のとおりとする。（第

６条関係） 

区分 改正前 改正後 

支給額 

１キロメートル（１キロメ

ートル未満の端数を生じた

ときは、小数点第２位以下

を切り捨てる。）につき15

円を乗じて得た額 

県職員が自家用自動車を使用

して旅行する場合の旅費の支

給の例により計算した額 

イ 宿泊料

宿泊料の名称を宿泊費に改めた上で支給額を以下のとおりとする。

（別表関係） 

区分 改正前 改正後 

支給額 16,500円（内国） 

国家公務員等の旅費支給規程

（昭和25年大蔵省令第45号）別

表第２の規定により定められて

いる宿泊費基準額のうち、内閣

総理大臣等に適用される額（現

に支払つた額に限る。） 

ウ 食事料

宿泊手当として職階区分を設けず支給額を一律とするため、食事料

の欄を削除する。（別表関係） 

区分 改正前 改正後 

支給額 3,300円 削除 
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(3) 施行期日

令和７年10月１日
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【議案（条例その他 その３） 定県第64号議案】 

４ 神奈川県行政機関設置条例の一部を改正する条例の概要【総務局関係】 

(1) 改正の趣旨

平塚県税事務所の仮設庁舎への移転を行うため、所要の改正を行うも

のである。 

(2) 改正の内容

平塚県税事務所の位置の表示を平塚市中里50番１号に改める。（第３

条関係） 

(3) 施行期日

公布の日から起算して10月を超えない範囲内において規則で定める日。
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【議案（条例その他 その３） 定県第66号議案】 

5 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の概要 

(1) 改正の趣旨

役職定年制の導入による特殊勤務手当の対象業務を担う職務の級の範

囲の拡大に伴い、社会福祉施設等業務手当及び家畜等取扱手当の支給上

限額を引き上げるため、所要の改正を行うものである。 

(2) 改正の内容

ア 社会福祉施設等業務手当

手当額を、月額の場合にあっては７万4,200円を超えない範囲内と

する。（第６条の２第２項関係） 

イ 家畜等取扱手当

手当額を、日額の場合にあっては1,860円、月額の場合にあっては

３万7,100円を超えない範囲内とする。（第12条第２項及び第３項関

係） 

(3) 施行期日

公布の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。
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【議案（条例その他 その３） 定県第67号議案】 

 

６ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び学校職員の勤務時間、休暇等 

 に関する条例の一部を改正する条例の概要【総務局関係】 

 

 (1) 改正の趣旨 

   育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律の一部改正等に伴い、妊娠、出産等の申出をした職員に対して仕事

と育児の両立に関する事項に係る意向確認等を義務付けるなど、所要の

改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

 ア 妊娠、出産等についての申出をした職員に対する意向確認等を義務

付ける。（改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第18条の２

第１項及び第３項関係） 

イ ３歳に満たない子を養育する職員に対する意向確認等を義務付ける。

（改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第18条の２第２項及

び第３項関係） 

ウ その他所要の規定の整備を行う。（職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例第15条の６第１項、第18条の２第１項、第18条の３及び第18条

の４関係） 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

   令和７年10月１日 

イ 経過措置 

(2)イについては、施行の日前においても措置を講ずることができ

るものとする。 
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【議案（条例その他 その３） 定県第68号議案】 

7 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の概要 

(1) 改正の趣旨

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正等に伴い、１年につ

き10日相当の範囲内で取得できる部分休業に係る規定を新設するなど、

所要の改正を行うものである。 

(2) 改正の内容

ア １日につき２時間を超えない範囲内で、30分を単位として取得でき

る部分休業制度について、勤務時間の始め又は終わりに連続して取得

しなければならないとする要件を撤廃する。（第29条第１項関係）

イ １年につき10日相当の範囲内で、１日又は１日につき１時間を単位

として取得できる部分休業に係る規定を新設する。（改正後の第29条

の２及び第29条の４関係）

ウ その他所要の規定の整備を行う。（第１条、第28条第２号、第29条

第２項及び第３項、改正後の第29条の３、改正後の第29条の５並びに

第31条関係）

(3) 施行期日及び経過措置

ア 施行期日

令和７年10月１日

イ 経過措置

令和７年度における(2)イの部分休業制度における取得可能な時間

数については、一の年度で取得可能な時間数の半分の時間数とする。 
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【議案（条例その他 その３） 定県第73号議案】 

8 不動産の処分の内容 

(1) 目的

逗子市小坪二丁目県有地について、県自らの利用の計画がなく、地元

市に取得の意向があるため、売却するものである。 

(2) 売却物件

土地

所在地 逗子市小坪二丁目1042番１ 

地 積 23,646.00平方メートル 

地 目 山林 

(3) 売却予定金額

１億1,834万4,600円

(4) 売却の相手方

逗子市逗子五丁目２番16号

  逗子市 

市長 桐ケ谷   覚 
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